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問題と目的

（１）はじめに

　近年，聾学校の幼児児童生徒の在籍数が減少する一
方，通常の学校で学ぶ聴覚障害児が増加している。こ
の理由としては，早期発見・早期教育の効果，補聴器
の性能が向上している他，人工内耳装用児が増加し聴
覚活用が可能な聴覚障害児が増えていることも挙げら
れる。聴覚障害児が通常の学校では，聴者が多数を占
める日常生活に適応する学習の場を提供するものとし
て重要である。このように，通常の学校に就学するこ
とを選択した聴覚障害児の保護者の多くは，早期から
わが子に聴者の社会で生きていく力を育てていきたい
と願っている。また，わが子が通う学校で，聴児と同
様にわかりやすい授業を受け，楽しく学校行事に参加
し，大勢の友達と会話を交わせる教育環境を希望す
る。そのためには，通常の学校によってどのような教
育的支援が行われるのかといったことが大変重要に
なってくる。
　実際，通常の学校に在籍する聴覚障害児において
は，難聴学級設置校の場合，情報保障等において様々
な教育支援が行われていることが多い。しかし一方で
は，難聴学級未設置校の場合，特別な支援が無い状況
で，聴児とともに通常の口頭での説明のみで授業を受
ける傾向にある。その場合，子どもが聴児と同様にわ
かりやすい授業を受けたり，楽しく学校行事に参加し
たりすること，また大勢の友達と気持ちを共有するこ
とが難しくなってくる。

（２）通常の学校における聴覚障害児の教育支援の現状

と課題

　通常の学校に在籍する聴覚障害児の教育支援方法の
課題として，「周囲の人々の人工内耳・補聴器のきこえ
の理解」「コミュニケーションの場面の理解」「コミュ
ニケーションに対する配慮」「授業での支援の在り方」
などが挙げられる。学校の教職員や周囲の聴者の子ど
もたちが，聴覚障害児に関してまず「理解」を深め，
自然なやり取りを重ね，教員はわかりやすい・わかる
授業のための支援を模索していく必要がある。また，
学校の教育支援体制として，学級担任の他，管理職や
特別支援コーディネーター教員の下で，如何にして，
聴覚障害児に対する校内の教育支援体制を構築してい
くのか？ということが課題となる。
１） 授業における教育支援

　聴覚障害児の授業における支援としては，騒音を軽
減させる，座席の位置を配慮するなどの教室環境の整
備を行い，また教員は聴覚障害児に対してわかりやす
い話し方を心がけることが重要となる。さらに，授業
理解を深める工夫として，聴覚障害児が教員の方を
しっかり見つめているのか？を適宜確認する（つまり，
教員の話に注意を向けているかどうかを確認する），
板書を多くする，資料を用意する，ネームプレートを
活用する，ビデオを流しながら説明を加えない（ビデ
オの画像・映像を流しながら，教員の話を同時に聞き
取れる・理解できる聴覚障害児は少ないため）などの
配慮が必要である。教員が子どもに発問した内容がわ
からなければ，聴覚障害児は挙手することも，答えを
考えることすらできない。そのため，特に，教員の発
問に対する情報保障の配慮は重要である。
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　聴覚障害児の教育支援というと，何か特別な支援を
行うように考える一般の教員は多い。しかしながら，
聴覚障害児の教育支援は，すべての子どもにとってわ
かりやすい指導となる。力量のある教員は，上記のよ
うな様々な工夫を，聴覚障害児の在籍の有無に係わら
ず，自然に行っている。（筆者が教育相談・教育支援を
行っているある通常の小学校にはこうした教員と出会
うことを述べておきたい。）
　また，周囲の子どもたちの聴覚障害児に対する理
解・配慮に関しては，担任の教員が自然に配慮できて
いるかどうか？が重要である。教員が，自然に支援が
できていれば，周囲の子どもたちもその支援を真似
る。昨今は教員についてあれこれ非難される報道が多
いが，「今も昔も，教員の存在は子どもたちにとって偉
大な存在である」と言える。教員が活動する姿を見て，
そこから子どもたちが学んでいくわけである。
２） 授業外における教育支援

　授業外における教育支援に関しては，全校集会，定
期的に行われる学年集会，入学式・学習発表会・芸術
鑑賞会・卒業式などの学校行事，休み時間，給食の時
間，部活動，委員会などの支援を検討する必要がある。
　集会や学校行事等は，事前に話をする内容が決まっ
ていることが多いので，聴覚障害児にあらかじめメモ
などを渡しておくことができる。
　しかしながら，休み時間，部活動などは，教員がい
ない時が多いため，周囲の子どもたちが自然な配慮を
行うことや，聴覚障害児本人が聞き取れなかったこと
を友だちに尋ねることも必要である。
３）その他

　その他，子どもの聞こえの保障として FM補聴シス
テムを活用することや，通級指導を活用し聴覚障害児
のことばの力を高めることも，学校の中で実践できる
教育支援である。
　筆者自身は，通常の学校における難聴児の教育支援
の活動を行っているが，いつも気になることは，子ど
もたちの集団での話し合い活動の際に，聴覚障害児に
対してほとんど配慮がなされていないケースが多いこ
とである。集団での話し合いの際に，聴覚障害児は全
く話し合いに参加できていない。授業後，筆者が担任
の教員に指摘した上で，グループの子どもたちにも説
明して，配慮がなされるようになるケースもある。し
かし，やはり，担任の教員が日頃から様々な配慮を
行っているケースでないと，子どもたちの配慮は定着
しない。
　また，日常の友だちとの係わりが大切で，休み時間
に友だちと楽しく遊べているか？ということも気にか
けておく課題である。遠足や林間学校・修学旅行等で，
グループに入れない聴覚障害児が時々みかける。その
ため，聴覚障害児本人の聞こえに対する気づきや，自
分からの働きかけも大切になってくる。このような他

者との関係作りは，周囲の人々が支援するということ
よりも，幼少期から周囲の人々と係わりを持っていく
ことが重要である。
（３）本研究の目的

　以上に述べてきた通り，現状としては，通常の学校
で学ぶ聴覚障害児の教育について検討すべき課題が山
積している。そこで，本研究では，東海地区の通常学
校に在籍する聴覚障害児の教育支援体制に関して，保
護者に対するニーズ調査を行い，校内の支援体制，設
備の充実，学校支援員等の活用等の実態調査を行う。
そして，調査結果を基に，聴覚障害児が在籍する通常
の学校の教育支援の現状を把握することとともに，課
題を整理することを目的とする。

方　　法

（１）調査対象

　愛知・岐阜・三重・静岡県に在住する通常の小学校
在籍の聴覚障害児の保護者１６名とした。
（２）調査対象者の保護者の子ども（聴覚障害児）のプ

ロフィール

　調査対象者の保護者の子ども（聴覚障害児）のプロ
フィールを下記に示す。
・学年　－　１年生０名，２年生３名，３年生６名，４年
生４名，５年生２名，６年生１名。
・補聴器および人工内耳の装用　－　人工内耳装用児
７名，補聴器装用児９名。
・難聴学級の有無　－　難聴学級設置校に通う聴覚障
害児は５名，難聴学級のない通常の小学校に通う聴
覚障害児は１１名。
・裸耳聴力レベル（良耳）　－　６０dB以下が２名，
６１dB～７０dBが０名，７１dB～８０dBが２名，８１dB～
９０dBが４名，９１dB～１００dBが７名，１０１dB～１１０dB

が１名，１１１dB～が０名。
・補聴器及び人工内耳装用時の聴力レベル（良耳）　－
３０dB以下が１名，３１dB～４０dBが１０名，４１dB～５０dB

が４名，５１dB～が１名。
・通学する学校の学区　－　学区内の居住は１４名，区
外に居住しているのは２名。

（３）調査内容及び手続き

１）教育支援の実態

　調査内容は，『サポート・ブック』（名古屋聴覚障害
児を持つ親の会，２００３）で挙げられている学校での聴
覚障害児への具体的な配慮を参考に，学級での取り組
み，学校全体の取り組みについて，実践例とそれに関
する問題と今後の課題などを調査した。
２）質問紙調査の構成

　調査対象者の保護者には，質問紙調査により，アン
ケート回答時点までの学校における教育支援に関して
回答してもらった。質問紙の内容は，以下に示す通り
である。
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①　学校全体の配慮

　主に補聴機器の支援や，学校行事に関する情報保
障，学校生活全般の配慮について尋ねた。
②　通常学級の教員の配慮

　主に通常学級の教員の聴覚障害児に対する授業中の
配慮や，通常学級における難聴理解の授業に関して尋
ねた。
③　聞こえる児童生徒の配慮

　聴覚障害児の身近にいる他の聴者の子どもたちが聴
覚障害児に対してどのように配慮しているかを尋ね
た。
④　難聴学級の教員の配慮（難聴学級設置校のみ）

　難聴学級の教員の聴覚障害児に対する授業中の配慮
や，難聴学級における難聴理解の授業に関して尋ね
た。
３）手続き

　質問紙を作成した上で，通常の小学校（難聴学級設
置校を含む）に在籍する聴覚障害児の保護者に対して
郵送にて回答を依頼した。

結果と考察

（１）学校全体の配慮

　「補聴機器の支援」（表１）に関しては，８名（５０％）
が FM補聴システムを使用しており，８名（５０％）が使
用していない状況であった。
　「学校内の情報保障」（表３）に関しては，入学式や
卒業式が１２名（７５％），運動会が１１名（６９％），社会見
学が８名（５０％），全校集会が７名（４４％）などで情報
保障がないと回答されていた。学校行事の中でも，社
会見学は学習活動であるためホワイトボードを活用し
た情報保障などの支援があるケースが半数あったこ
と，全校集会では担任の教員・難聴学級の教員を中心
に何らかの支援があるケースが半数以上あった。
　「学校生活全体の配慮」（表４）に関しては，１４名
（８８％）が「学校生活全般の情報保障（休み時間・部活
動・緊急時の連絡・校内放送）がある」という質問内
容に対して，あてはまらない（×）と回答していた。
　「その他」（表５）に関しては，聞こえる児童を対象
とした難聴理解の指導が行われているのは，あてはま
る（○），時々あてはまる（△）を合わせて８名（５０％）
であった。教職員を対象とした難聴理解の指導は，あ
てはまる（○），時々あてはまる（△）を合わせて１３名
（８１％）であった。教職員に対しては，職員会議で簡単
な配慮事項の説明が行われていたり，聴覚障害児に対
する研修会が行われたりと，何らかの形で，理解・啓
発を高める活動が行われている傾向がみられた。
　「学校全体の教育支援についての意見・気づき」に関
しては，「もっと配慮をしてほしい」「聴覚障害につい
てもっと理解してほしい」「聴覚障害児がいることを知
らない教員がいる」などの記述があった。

　学校全体の教育支援に関しての考察としては，集会
の際などに FM補聴用マイクを使用してもらってい
る，という回答があったが，多くの学校は，この FM

補聴用マイクの他に，学校全体として具体的な配慮が
見られなかった。教職員全体の理解・啓発活動は，何
らかの形で行われていたが，聴覚障害児にとって情報
理解の困難な教育環境が存在していることが推察され
た。また，聴覚障害児の教育支援体制を立ち上げてい
る学校でも，常に情報保障者がいるわけではなく，休
み時間や部活動の際には問題が生じていた。このよう
な問題を解決するためには，学校生活を共に過ごす聞
こえる児童との関係を良好に築き，自然と必要なとき
に自然に情報保障ができる友人関係，学校環境を作っ
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ていく必要性が考えられた。

（２）通常学級の教員の配慮

　通常学級の「教員の配慮」（表６）に関しては，ほと
んどの質問項目に対して，あてはまる（○）と，時々
あてはまる（△）を足したものよりも，あてはまらな
い（×）と回答したものの方が多い，もしくは同数と
いう結果が得られた。時々あてはまる（△）を合わせ
て１４名（８８％）あったのは，「聴覚障害児が授業を理解
しているかどうか時々確認してくれる」，「前を向いて
話してくれる」という２項目であった。この２項目に
関しては，聴覚障害児の教育的配慮において，最も基
本的な事項であるので，配慮がなされていることが推
察された。

　「難聴理解の授業」（表７）に関しては，「通常学級で
難聴理解の授業がある」という質問項目について，あ
てはまる（○）が２名（１３％），時々あてはまる（△）
が５名（３１％），あてはまらない（×）が９名（５６％）
という結果が得られた。

　また，「通常学級の情報保障」（表８）に関しては，
「授業における情報保障がある」という質問項目に対
し，あてはまる（○）が５名（３１％），時々あてはまる
（△）が２名（１３％），あてはまらない（×）が９名（５６％）
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という結果が得られた。
　「教科教育の配慮」では，「国語の授業」（表９），「音
楽の授業」（表１０），「英語の授業」（表１１）について質
問がなされたが，教科に対応した配慮を受けている子
どもは少ないことがわかった。
　「通常学級の教員の教育支援についての意見・気づ
き」に関しては，「全体的に聴覚障害についての理解が
足りない」「お願いしても改善が見られない」「言い出
しにくい環境である」「音楽の指導では，歌いだし・演
奏の最初に『１・２・３・ハイ！』と手をたたいたり，
ピアノ伴奏のときも首を振ってくれたりして，合図を
送ってくれる」「歌っている歌・演奏している歌のリズ
ムがわかるように，同じように合図を送ってくれる」
など記述がみられた。
　通常学級の教員の配慮についての考察としては，全
体的に細かな点に配慮した支援があまりなされておら
ず，通常学級の教員の中には「特別な配慮はしませ
ん。」と言い切る教員がいることがわかった。視覚的に
わかりやすい授業を望んでいる聴覚障害児や保護者は
多いが，通常の学級の教員はそれに気づいていないの
か，気づいていてもしないことが推察された。教員の
本音としては，「申し訳ないが，通常の授業活動や学級
運営の準備で手一杯で，聴覚障害児に対する支援のこ
とまで頭が回らない」という気持ちであるかも知れな
い。しかしながら，家庭での自学自習がなければ理解
できない授業は，聴覚障害児だけでなく，他の聞こえ
る児童にとっても困難な学習環境である。通常学級の
教員は，聴覚障害について学び，聴覚障害児もわかり
やすい，聞こえる児童もわかりやすい授業を作ってい
くことが必要である。実際に，通常の学級には，学力
が低い子どもや，注意力が散漫な発達障害児が在籍し
ているため，聴覚障害児の在籍の有無に係わらず，通
常の学級の教員は授業の工夫を重ねていく必要がある
だろう。

（３）他の聞こえる児童の配慮

　 「各種学校行事等で情報支援をしてくれる」（表１２）
に関しては，９名（５６％）は，支援がないと回答してみ
られた。また，他の質問項目を見ても，質問内容にあ
てはまる（○），時々あてはまる（△）を合わせても半
数に満たないことがわかった。
　「他の聞こえる児童の支援についての意見や気づき」
については，「聞こえる児童の話を聴覚障害児が理解で
きない」「聞こえる友達がいない・少ない」「友人関係
が心配」「図書室にある本を読んで聴覚障害児の立場を
理解しようとする聴者の児童がいた」「困っているとき
には，文字で伝えてくれる子がいる」などの記述が
あった。
　「他の聞こえる児童の配慮についての考察」について
は，全体的に児童間での支援はあまり見られない傾向

にあった。しかし，聴覚障害児本人が授業中や，学校
行事等で困っているときに，適宜，口頭や，時には文
字情報で情報支援をしてくれるケースもあることが理
解できた。また，調査を行った保護者の聴覚障害児の
通っている通常学校ではほとんどが，難聴理解の授業
をしていなかった。そのため，「人工内耳や補聴器をつ
ければ，『いつでも』『どこでも』『何でも』聞こえる」
と思っている児童が多いことが予想された。さらに，
子どもだけでなく，教員も，聴覚障害児のきこえがか
なり良いものであると誤解するケースも多いことが推
察される。最近は，小中学校で「総合学習の時間」が
設けられ，「国際理解」「環境教育」「情報」の他，「福
祉」の４領域に関する学習が行われている。そこで，
「福祉」の枠の授業で学ぶ他，学活の時間を利用して，
聴覚障害に関する基本的知識や，聴覚障害児に対する
配慮の方法などを勉強する「難聴理解の授業」を行う
と，さらに情報支援の事例が多くなっていくかも知れ
ない。

（４）難聴学級の教員の配慮

　調査対象の１６名のうち，難聴学級設置校に通う聴覚
障害児は５名であったので，この５名の結果を述べ
る。
　「教員の配慮」（表１３）に関しては，ほとんどの質問
項目で，あてはまる（○）の回答が得られた。しかし，
ビデオの視聴の際の説明や，掲示資料の説明，OHP，
OHCを活用した授業に関しての質問項目では半数が
あてはまらないと回答されていた。
　「難聴理解の授業」（表１４）に関しては，「難聴学級で
難聴理解の授業がある」という質問項目に関してあて
はまる（○）と回答したのが１名（２０％），時々あては
まる（△）と回答したのが２名（４０％），あてはまらな
い（×）と回答したのが１名（２０％）という結果が得
られた。
　「難聴学級の教員の教育的支援についての意見・気づ
き」については，「難聴学級の教員は大きな声でゆっく
り話してくれる」「聴覚障害児自身も難聴学級の授業が
わかりやすいと言っている」「手話を勉強している教員
もいる」などの記述があった。
　「難聴学級の教員の配慮についての考察」に関して，
今回アンケート調査した難聴学級の教員は，聴覚障害
児に対して，細かな支援はなされていないが，基本的
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な支援は行われており，聴覚障害児自身，難聴学級で
の授業が理解しやすい状況にあった。しかし，保護者
の希望としては，当然のことながら，専門性の高い難
聴学級の教員を望んでおり，特別な資格がない教員は
聴覚障害児教育に必要なスキルを学ぶ研修を受けるこ
とが望まれる。聴覚・言語，教科教育，心理的配慮等
の面からみても，難聴学級にはできるだけ聴覚障害を
専門に学んだ教員が配置されるべきである。

今後の課題

（１）校内体制の充実

　小・中学校の難聴学級設置校では，難聴学級におけ
る教育は充実しつつあるが，通常の学級では十分な配
慮がなされていない状況にあり，これらの通常学級の
担任の教員が研修する場を作っていくことが望まれ
る。また，難聴学級設置校の聴覚障害児教育を難聴学
級だけに終わらせず，全校的な取り組みに繋げなけれ
ばならない。聴覚障害児が聴児とともに学びあう学校
の目的とその効果を，教員に再認識していただいた上

で，校内体制の充実を図る必要がある。
　また，難聴学級が設置された小学校では，聴能と発
音や教科指導に関して支援がなされるとともに，語
彙・文法等の基礎が獲得できていない聴覚障害児に対
しては「言語指導」をきちんと行っていくべきである。
　難聴学級が設置されていない学校であっても，特別
支援教育体制下にて，管理職の教員と特別支援教育
コーディネーターの指導がなされ，聴覚障害児に対す
る教育支援に関して，一連の授業指導の方法の周知を
図り，各校の校内体制の構築を促していく必要があ
る。最近は，通常の学級における発達障害児に対する
教育支援がなされるようになってきたが，同様に，聴
覚障害児の支援に関する事項も十分に検討され，実施
に移していくことが課題である。
（２）教員研修の必要性

　聴覚障害児教育に携わる教員が研修を受ける機会を
増やすだけでなく，聴覚障害児が在籍する学校の教職
員全員に対して，「聴覚障害児とその保護者の心理」「聴
覚障害児の聞こえとことば」「聴覚障害児童生徒とのコ
ミュニケーション方法」「聴覚障害児童生徒の教科指
導」「情報保障の方法」などの内容の研修を開いていく
必要がある
（３）各機関との連携

　学外機関の地域のセンター・病院・聾学校・大学な
どの連携を深めていくことも重要である。この他，地
域の難聴児をもつ親の会，人工内耳友の会などの聴覚
障害児とその保護者が参加する団体と，学校や教員が
係わり，聴覚障害児教育や子育ての問題などに関して
情報を収集することも必要であろう。学校の教員だけ
でなく，校外のそれぞれの立場の先生方の専門性を活
かし，役割分担を行うこととともに，情報交換を進め
ていくことが望ましい。
（４）聴覚障害児本人のニーズ

　保護者は，聴覚障害児と話し合いをした上で，教育
支援を進めていく必要がある。学校に入学する前に体
験入学の時間を設けることができる他，聴覚障害児が
どんな支援が必要なのか？　保護者の判断と聴覚障害
児の思いをうまく調整しながら，学校に支援を求めて
いくと良いだろう。小学校入学時は保護者の判断と学
校への要望を伝えることが重要であるが，聴覚障害児
も大きくなっていくと，自己のニーズがないところで
支援が行われると不満に思う子どもがいる。
　また，教員は，聴覚障害児とその保護者の教育支援
のニーズを理解した上で，できる限り多くの支援を進
めていく必要がある。しかし，教員はすべてのニーズ
を実践に移していかなくてはならないということでは
なく，できる支援から始めていけば良い。支援できな
い部分は，周囲の聴者の子どもたちに協力を求め，聴
覚障害児と聴者の子どもたちが仲良く自然体で過ごせ
る学級作りを目指していくべきである。
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通常の小学校に在籍する聴覚障害児の保護者の教育支援に関するニーズ調査

（５）教育支援体制の構築

　通常の学校で学ぶ聴覚障害児に関する教育支援体制
の構築の課題としては，誰がイニシアチブを取るの
か？という問題がある。教育委員会の教育指導主事の
教員なのか，学校の教員か，そして，教員の中で，校
長・教頭・校務・教務・特別支援教育コーディネーター・
難聴学級教員・通常学級教員の誰なのか，保護者なの
かなど，誰が中心となるのかがはっきりとしていない
のが現状である。平成１９年度より特別支援教育が開始
されたが，現状では，小中高校のそれぞれに配置され
ている特別支援教育コーディネーターの存在が聴覚障
害児の保護者に知らされておらず，聴覚障害児に対す
る教育支援に関してきちんと機能していない。また，
この他に，聴覚障害児に関する教育支援に関して，支
援の内容，支援の組織化，予算，専門性のある人材の
確保と養成などの検討課題がある。これらの課題を考
慮した上で，如何にして支援体制を構築していくか？
を今後考えていかねばならない。
（６）その他

　今回の論文では触れなかったが，学校の教育支援の
状況と併せて，聴覚障害児の聞こえの状況，特に，言
語力や知的能力，学力，社会性等の要因を考慮に入れ
ることがとても重要である。個々の子どもの状況は皆
それぞれ異なるため，聴覚障害児の実態に合わせた，
より良い学習環境を整えていく必要がある。

　また，本研究では，人工内耳装用児・補聴器装用児
の差や，その他の要因に関して十分に検討されていな
いため，今後は整理していきたい。
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